
 

 

令和８年度箱根町国民健康保険料について 

 
保険料の納付義務者 

被保険者がいる世帯の世帯主が保険料の納付義務者です。  

世帯主が勤め先の健康保険に加入している場合や後期高齢者医療制度に加入している場

合など、世帯主は賦課の対象から除外されますが、世帯の中に国民健康保険に加入してい

る人がいれば、世帯主あてに納入通知書をお送りしています。  

 

令和８年度の料率について 

●  今回お送りしたのは令和８年度の１年間（令和８年４月～令和９年３月）の決定保険

料です。  

●  令和７年中の所得、令和８年度の被保険者数及び世帯で計算します。  
【保険料の計算には下の表の料率を使います。】  

●   均等割は被保険者１人につき、平等割は世帯毎に記載の金額が賦課されます。  

 

●   18 歳未満被保険者（ 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの子ども）は、子  

ども・子育て支援納付金分の被保険者均等割が全額軽減され、その軽減分を 18 歳以上  

被保険者が負担します（ 18 歳以上被保険者均等割）。  

 

 

介護保険料となる介護納付金分（４０歳から６４歳の方へ） 
40 歳から 64 歳で国民健康保険に加入している方の介護保険料は、国民健康保険の医療

給付費分、後期高齢者支援金分、子ども・子育て支援金分と合わせて国民健康保険料とし
て納めます。  

 

転入前住所への所得調査について（令和８年１月２日以降に箱根町へ転入された方へ） 
令和８年１月２日以降に箱根町へ転入し、令和７年中に 43 万円を超える所得のあった方

で、「国民健康保険料算定明細」の所得割額が０円になっている場合は本算定までに前住所
地への所得調査が終わっていない、もしくは前住所地から調査の回答がまだ届いていない
状態です。  

所得調査の回答があり次第、改めて保険料を計算し通知します。  

区    分 内     訳 令和８年度 令和７年度 

医 療 給 付 費 分 

限 度 額 （ 上 限 ） は ６ ７ 万 円 

所得割 ７．２１％ ６．７６％ 

被保険者均等割 ３０，７４０円 ２６，７３０円 

世帯別平等割 ３２，５９０円 ２８，１５０円 

後 期 高 齢 者 支 援 金 分 

限 度 額 （ 上 限 ） は ２ ６ 万 円 

所得割 １．４９％ １．８％ 

被保険者均等割 ６，３５０円 ７，１１０円 

世帯別平等割 ６，７３０円 ７，４９０円 

介 護 納 付 金 分 

（ ４ ０ ～ ６ ４ 歳 ） 

限 度 額 （ 上 限 ） は １ ７ 万 円 

所得割 １．３％ １．８２％ 

被保険者均等割 ５，９１０円 ９，５２０円 

世帯別平等割 ５，３９０円 ８，６１０円 

 

子ども・子育て支援納付金分 

限 度 額 （ 上 限 ） は ３ 万 円 

 

所得割 ０．２％  

被保険者均等割 ８３０円  

18 歳以上被保険者均等割 ４６円  

世帯別平等割 ８８０円  



軽減制度について 
 世帯（世帯主、被保険者及び国民健康保険から後期高齢者医療制度へ移行された方）の前

年所得金額の合計が一定額以下の場合、その金額に応じて均等割・平等割の金額から７割、

５割、２割を減額するのが軽減制度です。  

 

７割軽減   前年の合計所得金額が、 43 万円+10 万円×(給与所得者等の数－ 1)以下  

 

５割軽減   前年の合計所得金額が、 43 万円+31 万円×(被保険者数+特定同一世  

帯所属者数 )+10 万円×(給与所得者数等の数－ 1)以下  

 

２割軽減   前年の合計所得金額が、 43 万円+57 万円×(被保険者数+特定同一世帯所
属者数 )+10 万円×(給与所得者等の数－ 1)以下  

 

※被保険者（世帯主含む）の中に一人でも未申告の方がいた場合は所得が低くても制度は
適用されません。  

 
確定申告がお済みでない方 
 保険料は所得に応じて確定しますので、確定申告等がお済みでない方は、保険料に反映さ
れていない場合があります。  

 今後、申告状況や所得調査により保険料に変更が生じますのでご承知おきください。  

 
５月２７日以降に国民健康保険に加入・脱退した方へ 
 令和８年５月 27 日以降に国民健康保険に加入や脱退の届け出をした方は、今回の本算定
には反映されていない場合があります。７月以降に保険料変更通知をお届けしますのでご
了承ください。  

 

国民健康保険料の年金特別徴収について 
次の条件にすべてあてはまる場合は、原則として国民健康保険料が世帯主の年金から徴

収されます。  

○１年間に受け取る年金額が 18 万円以上の場合  

○介護保険料と国民健康保険料の合計額が年金額の半分を超えない場合  

○ 65～ 74 歳の世帯主で国民健康保険に加入している場合  

○国民健康保険加入者（被保険者）の方が全員 65～ 74 歳の場合  

ただし、次のいずれかに該当する場合は年金からの特別徴収を行いません。  

・介護保険で特別徴収されていない場合  

・当該年金給付の受給権を担保に供し、全部の支払を受けていない場合  

・令和８年度中に世帯主の方が７５歳を迎える場合  

・令和７年度まで口座振替で未納なく保険料を納付していただいている場合  

⇒口座振替をやめて年金からの特別徴収をご希望の場合は担当までご相談ください。 

     ※ただし変更は来年度保険料分からになります。  

☆保険料が特別徴収の対象となっている世帯は、納付の方法を特別徴収か口座振替のどち

らか選択できます。（納付書での納付はできません。）  

ただし、保険料に未納がある場合は口座振替への変更ができないことがあります。  

特別徴収から口座振替への変更をご希望の場合は担当までご相談ください。  

 

納付は便利で安心確実な「口座振替」をご利用ください 
手続きに必要なものは「口座振替依頼書」、「預 (貯 )金通帳」、「通帳の印鑑」、「納入通知書」

です。  

※  「口座振替依頼書」は、保険健康課及び箱根町内の金融機関・ゆうちょ銀行・郵便局に
あります。町外の金融機関・ゆうちょ銀行・郵便局をご利用の方は、お手数ですが保険
健康課までご連絡ください。折り返し「口座振替依頼書」をお送りいたします。  

 
 

 

 

 

保険料に関するお問合せ・納付のご相談は 保険健康課 まで 電話０４６０－８５－９５６４ 

口座振替納付ができる金融機関 
横浜銀行・スルガ銀行・さがみ信用金庫・かながわ西湘農協・みずほ銀行・静岡銀行・三井住友銀
行・りそな銀行の各本支店（出張所）及び ゆうちょ銀行・郵便局 


